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1 中高一貫教育の概要

概 要

最初に中高一貫教育について、その内容、導入の経緯、導入により期待される成果と懸念さ

れる事項、最後に現在までの状況について触れておきたい。

1.1 中高一貫教育の導入の理由と選択的導入

中高一貫教育は、平成９年の中央教育審議会「２１世紀を展望した我が国の教育の在り方につい

て（第２次答申）」の提言を受けて、学校教育法等が改正され，平成１１年４月より新しい学校制

度として導入された。

その理由は、高等学校の学科、内容、履修方法等に関する改善措置にとどまらず、学校制度とし

て６年間を通じた異年齢の生徒が学校生活を送り、計画的・継続的な教育指導を行う仕組みを整え、

より生徒の個性を伸ばす教育を展開し得るようにすることも必要であると考えられたからである。

そこで、生徒と保護者が、従来の制度（６・３・３制）と中高一貫教育のいずれかを選択できる

よう、その機会を提供することになった。

そして、中高一貫教育校においては、ゆとりある学校生活の中で６年間の計画的・継続的な教育

指導を展開し、生徒の個性や創造性を伸ばすという中高一貫教育の趣旨をふまえた特色ある学校づ

くりが求められている。例えば、次のような場合が考えられる。

＜総合学科タイプ＞

複数の系列を設け、その中から生徒が能力・適性や興味・関心に応じて主体的に選択できるもの。

＜専門学科タイプ＞

芸術・スポーツ・伝統文化・外国語等の専門的分野に興味・関心・才能を有する生徒に対し、６

年間の計画的・継続的な教育を行うもの。

＜普通科タイプ＞

複数のコースを設け、様々な選択を可能とするものや比較的小規模の中学校と高等学校が一体化

し、幅広い年齢層を通じた生徒間交流により学校の活性化を目指すもの。

詳細は後述するが、上川地区における中高一貫教育は３番目のタイプの学校である。そして、学
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習活動、生徒会行事、課外活動等、幅広い分野での交流と６年間の計画的、継続的な指導により、

教育活動の活性化と将来の地域を担う人材の育成を目指している。

1.2 中高一貫教育校の実施形態と教育課程に係る特例

平成１１年４月に制度化された中高一貫教育校には、生徒や保護者のニーズ、地域の実態等に応

じて設置できるよう次の３つの形態がある。

＜中等教育学校（一体型の中高一貫教育校）＞

１つの学校として、６年間一体的に中高一貫教育を行う。入学に関して、公立の中等教育学校に

ついては学力試験を行わず、それぞれの学校の特色に応じて面接・実技・推薦・抽選等の方法を組

み合わせて行う。

＜併設型の中高一貫教育校＞

中等教育学校よりも緩やかな設置形態であり、同一の設置者による中学校と高校を接続する。併

設型高等学校においては、当該高等学校に係る併設型中学校の生徒については入学者選抜を行わ

ず、また、公立の併設型中学校への入学については、中等教育学校と同様の方法で行う。

＜連携型の中高一貫教育校＞

既存の市町村立の中学校と都道府県立の高等学校が、教育課程の編成や教員、生徒間交流等の連

携を深める形で中高一貫教育を実施する。連携型高等学校においては、当該高等学校に係る連携型

中学校の生徒については、調査書や学力試験による入学者選抜は行わず、面接・実技等の簡便な方

法で行うことができる。

また，中高一貫教育校では、６年間の一貫教育の利点を生かした特色ある教育課程を編成するこ

とができるように教育課程の基準の特例が定められている。

中等教育学校の教育課程については、中学校の段階で必修教科の内容を代替できる選択教科を導

入（７０単位時間を超えない範囲）することができること、前期課程と後期課程の指導内容の一部

を入れ替えてたり、移行したりすることなどができる。これは、併設型の中学校・高等学校につい

ても同様である。さらに、中等教育学校の後期課程、または、併設型高等学校の普通科において

は、学校設定科目および学校設定教科に関する科目について修得した単位数を合わせて３０単位を

超えない範囲で全課程の修了を認めるのに必要な単位数のうちに加えることができる。

また、連携型の中学校・高等学校では、指導内容の入替、移行はできないが、それ以外は中等教

育学校や併設型の中学校・高等学校と同様の特例が定められている。

1.3 中高一貫教育の予想された効果と懸念

平成９年の中央教育審議会「２１世紀を展望した我が国の教育の在り方について（第２次答申）」

の提言では、中高一貫教育の導入により、次のような教育的効果が期待されていた。

・ゆとりある学校生活

高等学校入学者選抜の影響を受けずにゆとりのある安定的な学校生活が送れること

・継続性ある教育指導

６年間の計画的・継続的な教育指導が展開でき効果的な一貫した教育が可能になること
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・伸ばせる個性・才能

６年間にわたり生徒を継続的に把握することにより、生徒の個性を伸長し、優れた才能の発

見がよりできること

・豊かな人間性の育成

中学校１年生から高校３年生までの異年齢集団による活動が行えることにより、社会性や豊

かな人間性をより育成できること

さらに、連携型の場合は、教育課程の編成や教員・生徒間の交流を通して連携を深める形態であ

ることから、教員間の交流が促進され、地域との結び付きが強化されることも期待されていた。

また、これと同時に、いくつかの懸念も挙げられていたが、この点も含めて実施校においては

様々な配慮や工夫が講じられている。

・受験競争の低年齢化につながるという懸念

受験競争の低年齢化を防ぐため、公立の中等教育学校や併設型・中学校の入学者の決定にお

いては、学力検査を行わない。

・受験準備に偏った教育が行われるという懸念

特に、普通科タイプの中高一貫教育校では配慮が必要であると指摘されていたが、実施校で

は、体験的・探求的な学習や地域学習など、特色ある教育活動に取り組んでいる。

・小学校の卒業段階での進路選択は困難であるという懸念

小学生とその保護者、小学校の教員などを対象に学校説明会を実施したり、地域の小学校と

の行事面での連携を行うことにより、中高一貫教育や特色ある教育活動について理解を得る機

会を設けている。

・心身発達の差異の大きい生徒を対象とするため学校運営に困難が生じるという懸念

教員の緊密な連携を図ることや、途中で転出を希望する生徒に対しては十分な配慮をするこ

となどが指摘されていた。そして、カウンセリングの充実、教師が生徒と共に寮で生活する

ハウスマスター制、地域の方々のホストファミリー、７～８名程度の異学年生徒によるファ

ミリー制など、様々な工夫が行われている。

・長期間同一メンバーで固定されることにより学習環境になじめない生徒が生じるという懸念

「ゆとり」の中で、様々な試行錯誤をしたり、体験を積み重ねること等を通じて豊かな学

習を行えるように工夫している。

1.4 中高一貫教育校の設置状況

ところで、平成１７年度の設置校数は、１７３校となっている（表 1）。また、公立の中高一貫

教育校が設置されている県は４２都道府県となり、そのうちの３２都道府県は、複数校が設置され

ている。

制度導入の当初は、比較的設置が容易な連携型の中高一貫教育校が多かったが、平成１６年度か

らは併設型の中高一貫教育校の設置数がこれを上回り、最も多くなっている。

なお、北海道では、平成１４年度に道内の公立校として初めて上川（上川管内）に設置されて以

来、上ノ国（檜山管内）、鵡川（胆振管内）、鹿追（十勝管内）、えりも（日高管内）、湧別（網走

管内）、長万部（後志管内）の７地区において連携型中高一貫教育が導入されている。また、私立

でも７校で併設型の中高一貫教育が実施されている。今後は、平成１８年度に広尾（十勝管内）で

3



表 1: 平成１７年度までの中高一貫教育校の設置状況

区分 中等教育学校 併 設 型 連 携 型 計

公立 8 38 74 120

私立 9 40 1 50

国立 2 1 0 3

計 19 79 75 173

連携型の中高一貫教育校、平成１９年度に登別市（胆振管内）に公立の中等教育学校が設置予定で

ある。

2 上川の中高一貫教育を取り巻く状況

概 要

次に、平成１４年度に北海道の公立学校では初めての中高一貫教育を導入した上川地区につ

いて、私の勤務校である北海道上川高等学校の取組を中心に説明する。

2.1 上川町の特色について

上川町は、北海道のほぼ中央部、石狩川の源流に位置し、大雪山の清い水と緑豊かな自然に恵ま

れている。面積は東西３６㎞、南北４５㎞、周囲１９０㎞におよぶ約１,０５０ k㎡で、沖縄県の

およそ半分の広さに当たる。

上川町が誇る一大観光地である層雲峡温泉郷は、大雪山国立公園の北の玄関口として、層雲峡温

泉を中心に広大な原生林や百数十メートルの柱状節理の峡谷から落ちる数多くの滝、神秘の岩石、

高山植物のお花畑等、天然の美を残す景勝地である、そして、平成１５年度には２５７万人（平成

１６年９月　北海道経済部観光振興課発表）の観光客が訪れている。

人口は昭和３０年代には、洞爺丸台風の風倒木を処理するため、２つの営林署を持つ林業の町と

して１５，０００人以上を数えた。しかし、現在では林業が衰退し、５，０００人弱に減少して

いる。

町の産業は、ホテル、スキー場などの観光業、もち米を中心とする農業、アンガス牛を中心とす

る牧畜業、やまめ・ニジマス等の養殖の漁業と多岐にわたる。

また、町おこしの活動としては、有名となった「上川町ラーメン日本一の会」では、「中高一貫

ラーメン」を新たにスタートさせてラーメンの町の充実を図っている。そして、層雲峡では、夏季

はたくさんの花々で通りを飾り、冬季は多くの雪像で賑わいを持たせるなど、自然環境に調和した

町並みを整備し、町の活性化に向けて様々な取組が行われている。

2.2 上川町での中高一貫教育の導入の背景

平成１２年６月、北海道教育委員会では「公立高等学校配置の基本指針と見通し」において、「ゆ

とりある学校生活の中で計画的・継続的な教育指導を展開し、生徒の個性や創造性を伸ばすことが

できることや、生徒・保護者の選択幅を拡大するなどの観点、さらには、地域との結び付きが強ま
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ることなどが期待できることから、本道の広域性や地域性に配慮した中高一貫教育の導入を進め

る。」として、中高一貫教育の導入の方針を打ち出した。

この中で、連携型中高一貫教育については、導入する地域について「地元の高等学校へ進学する

割合が高く、近隣の市町村との間で生徒の出入りが比較的少ない郡部で、中学校と高等学校の間で

連携した教育実践が進められている地域を基本として導入を検討する」とした。また、導入の時期

は「平成１４年度を目途に導入することとし、その後、中高の連携状況や生徒の進路実態、地域の

実情などを踏まえながら順次導入を進める」こととした。教育内容については、「地域の実態に応

じた教育内容を基に連携の柱を設定し、特色ある教育を行うとともに、魅力ある学校づくりに努め

る」こととした。さらに、選抜方法については、「連携する高等学校へ進む際、例えば面接や作文、

中学校での課題学習の成果などによる簡便な方法を具体的に検討する」とした。

このことについて、上川町では、約３０年間という長い歴史を持つ「中高交流会」が毎年１１月

中旬に行われている。また，町内の中学生の６～７割が本校へ入学しているという状況があったこ

とから，連携型中高一貫教育を導入するに当たっての条件が揃っていたといえる。

ところで、平成１０・１１年度に、上川地区は清里（網走管内）、天塩（留萌管内）両地区とと

もに、道内で初めて文部省（当時）から「中高一貫教育実践協力校」の指定を受けた。その後、平

成１２年度には、上ノ国地区、長万部地区とともに「中高一貫教育推進校」の指定を受け、連携型

中高一貫教育に関する実践研究を進めてきた。そして、平成１４年度に北海道の公立学校では初の

中高一貫教育校としてスタートした。

この後、文部科学省より「中高一貫教育開発指定校」（平成１４・１５年度）、「中高一貫教育改

善充実事業指定校」（平成１６・１７年度）の指定を受けている。

さらに、北海道教育委員会より「北海道パイオニアハイスクール」奨励校（平成１６・１７年度）

の指定を受け、高大連携や学校外における学修の単位認定についても実践研究を進めている。

2.3 「上高」の現状について

北海道上川高等学校（以下「上高」という）は、全日制普通科１学年２学級で生徒数が１４８名

（平成１７年５月２日現在）の小規模校である。昭和２７年に北海道旭川東高等学校の分校として

設立され、５０年以上の歴史を有する。

生徒の出身は、本校の連携先で町内唯一の中学校である上川町立上川中学校（以下「上中」とい

う）出身者が全校生徒の約４６％を占める。他の生徒は旭川市など近隣の市町村出身の町外生で

ある。

中高一貫教育の導入以前は、上中の卒業生の本校への進学率は５０％近くにまで落ち込んだ時期

があった。しかし、中高一貫教育導入後の平成１４年度からは、７０％近くにまで上昇（表 2）し

ている。

また、本校の特色ある教育活動が認められ、町外生も増加してきている。一時は入学生３４人に

より北海道独自の措置として実施している特例２間口校となったが着実に増加し、今年度はその２

倍の入学生数（６７名）と今までにない復活を遂げている。

生徒の様子について、上中出身者の気質は地域の風土を反映して素直で純朴である。幼い頃から

同じ学校に通って育ってきているため、先輩と後輩、男女間の仲も良いが、中には固定された人間

関係に悩む生徒もいる。町外生は、学年が進むにつれて本校の雰囲気に溶け込み、上中出身者とと

もに活発な生徒集団を形成している。

学習面については、学力差が大きい集団であるが、習熟度別授業や個別指導等の個に応じた指導

を行うことにより、基礎・基本の定着を図っている。また、各種検定や検定講習の実施、大学・短

5



表 2: 上中から上高への入学者数と進学率の推移

上中卒業生 上高入学者 進　学　率 入学者総数

平成 12年度 54 29 53.7% 46

平成 13年度 53 30 56.6% 50

平成 14年度 42 26 61.9% 34

平成 15年度 35 24 68.6% 50

平成 16年度 36 24 66.7% 51

平成 17年度 35 24 68.6% 67

大進学や公務員就職の希望者に対する通常講習、長期休業中の集中講習等の実施により、幅広い生

徒層に対応するとともに、生徒の進路目標の実現を支援している。

ところで、本校は平成１３年度から４年間、「ＧＬＯＢＥ（環境のための地球学習観測プログラ

ム）推進事業」の指定を受け、この事業を中高連携の柱の一つである「地域・環境学習」の一部と

して位置付けている。具体的には、「総合的な学習の時間」（大雪基礎）において上川町が源流域

である石狩川の水質調査を定期的に実施している。毎月調査を実施し、そのデータから身近な環境

について考え、地域の自然を大切にする心や科学的な態度を身に付けることを目指している。そし

て、これらの活動が認められ、平成１５年６月にクロアチアで開催されたＧＬＯＢＥ世界大会に初

の日本代表として参加した。

この他には、平成１６年４月に「みどりの日」自然環境功労者環境大臣表彰、平成１７年２月に

北海道公立学校教育課程実践研究成果掲載校表彰を受けた。また、本校の伝統であるボランティア

活動や福祉活動、交通安全活動などでも数々の実践表彰を受けている。

3 上川地区における実践研究の概要

概 要

今度は、上川地区における連携型中高一貫教育の実践研究の概要について、本校を中心に概

観する。

3.1 「連携の柱」の設定

上川地域における中高一貫教育は、「６年間の一貫した地域・環境学習および進路学習」を連携

の柱としている。大雪山麓、石狩川の源流域、一大観光地の層雲峡などをもつ郷土について、地域

の特性、それらを取り巻く自然風土について学び、そして、将来自分が郷土とどのように関わって

いくかについて考えていくことで、将来のふるさとを担う地域の人材を育成することをねらいとし

ている。

連携の柱を具現化する上で中心となっているのが、総合的な学習の時間である。本校では、平成

１３年度より試行してきたが、中高一貫教育の導入を契機に、連携の柱に沿って全面的な見直しと

検討を行った。そして、選択生徒のみが履修していた学校設定科目「大雪基礎」を編成し直し、平

成１５年度からは総合的な学習の時間「大雪基礎」（１年：２単位、２年：２単位、計：４単位）と

して、本校の全生徒が履修することとした。
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3.2 地域・環境学習の概要

総合的な学習の時間 「大雪基礎」の中で、１年生は水質調査やフィールドワークなどを調査・

体験活動をとおして、北海道を代表する川であり大雪山系を源流とする石狩川、大雪山国立公園を

中心とした雄大で豊かな自然、美しい景観を有する郷土の動物・植生について学んでいる。また、

中高合同総合学習の一つ「大雪地理巡検」、アウトドア宿泊研修での「高原温泉沼巡り」、学校行

事の「郷土理解登山」において大雪山の自然そのものを体感している。さらに、生物Ⅰや地理Ａで

などの教科・科目の学習において学んだ知識を調査・研究に生かすなど，自然や環境に関する知識

を深めるだけでなく、総合的な学力を身につけていくことができるようにしている。そして、特に

興味・関心の高い生徒は、夏季休業中に北海道教育大学札幌校との高大連携による「環境生物学実

習」に参加することができる。この実習では、森林の生態という観点から地域・環境について知識・

理解を深めることを目的とし、上川町内で人工林や自然林など、森林（樹木）の調査を中心とした

フィールドワークを行っている。参加した生徒は、森林に関する知識を得たり、森林の大切さ、調

査することの大切さ、自然と触れ合うことの楽しさ、本校での学習とは違った観点から自然をとら

えられたことなど多くのことを感じたり、思ったりするなど得られる成果は大きい。なお、実習に

参加した生徒の活動については、本校では北海道教育大学札幌校により実習修了を認定された後、

「学校外の学修による単位認定」により、学校設定科目「大雪研究」（１単位）として認定してい

る。また、今年度より北海道教育大学旭川校とも同様に高大連携による実習を行う予定である。

さらに「大雪基礎」では、北海道独自の制度である「北海道アウトドア資格」制度に関する基礎

知識も学ぶ。単位修得することで、この資格の「基礎分野」の筆記試験が免除される。そして、宿

泊研修のなかでは、アウトドアスポーツ（ラフティング）を体験する。特に興味・関心の高い生徒

は，夏期休業中に行われる拓殖大学北海道短期大学との高大連携による「アウトドア実習」に参加

することができる。これは、様々なアウトドアスポーツ等の体験をとおして、自然・環境に対する

理解を深めるだけでなく、自然との共生についても考えることができる内容になっている。

このようにして、連携の柱の一つである「地域・環境学習」を総合的な学習の時間を中核とした

教育課程の中に明確に位置付けている。

これらの活動の中で，中心となっており、前述のように高い評価を得ているのが水質調査に関す

る取組である

毎月第４火曜日に町内の石狩川流域の４地点について、グループに分かれ１１項目の調査を行っ

ている。そして、これらの体験的活動やデータの分析をもとにして水質に関する研究活動を深めて

いる。中には、藻などの水生植物と水質の関係について追究しているグループも見られる。この研

究活動は、５月から１月までの間行われ、１２月には地域の有識者、住民や中学生などを多く招い

て「石狩川水質調査発表会」で研究のまとめや成果を発表している。この発表までの活動をとお

して、生徒は水質調査自体の持つ科学的な知識だけでなく、コンピュータ活用能力、プレゼンテー

ション能力など、まさに総合的な学力が育成されている。

これらの活動に対して、特に興味・関心を持った生徒は、ＧＬＯＢＥ委員（１年生のみ）や有志

となって、夏期休業中に上川町にある石狩川の上流域から、札幌にある下流域までを１日かけて

調査する「石狩川遠征水質調査」、冬期間の町内での水質調査を行っている。特に先駆的に活動を

行ってきた今年卒業の女子４名は、これらのデータ分析をもとに平成１５年７月に行われたクロア

チアでのＧＬＯＢＥ世界大会に初の日本代表として参加するなど、道内外から高い評価を得た。

また、昨年度は、今まで蓄積してきたデータと新たなデータを分析して、１年生女子４名の生徒

が高文連第４３回全道高等学校理科研究発表大会化学部門で総合賞、あわせてポスター部門で優良

賞を受賞した。このようにして、ＧＬＯＢＥ活動が先輩から後輩へと引き継がれ、活動そのものが
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深化充実して専門家のみならず地域からも高評を得ている。さらに、この生徒たちに続き、１・２

年の有志生徒が「私たちの身のまわりの環境地図作品展」、「高校生環境学習ポスターセッション」

などに作品を出展し、優秀な成績を収めるなど、着実に成果を収めている。この他にも、海外研修

先であるカナダのロッキーマウンテンハウス町のボウ滝やルイーズ湖などでも参加者が水質調査を

行っている。

そして、この研究活動をとおして、どの生徒も自分たちの住む地域が非常に清らかであることに

誇りを持つとともに、この環境を維持していくために、自分たちは何をすべきかという新たな課題

について取り組もうという意欲を持つに至っている。

さらに、これらの活動を継続的に行うために、２年生が１年生への指導も含めて、合同の調査活

動を行っている。このなかで、上級生は下級生に知識や方法を伝えることで、自分自身でもその再

確認や理解をさらに深めている。また、同様の目的で上中の３年生との中高合同総合学習である

「地域環境学習」を実施し、この上高の特色ある教育活動を体験、理解する機会としている。

3.3 進路学習の概要

２年生では、１年生で学習した郷土の自然環境の中で、地域の人々がどのような営みをしている

のか、そして、これらのことを基に、郷土の中で自分がどのように関わっているかについてを調査

活動や体験的学習などをとおして学ぶこととした。

特色ある活動の一つに、中学２年生と高校２年生が町内の事業所の協力を得て、インターンシッ

プを実施していることが挙げられる。また、地域の主幹産業である観光業について体験的に理解

するために、中高合同総合学習「地域産業体験」を町や層雲峡の事業所の指導・協力で実施してい

る。このことをとおして、挨拶の大切さなどの礼儀作法、仕事の大変さや仕事に対する責任感など

勤労観や職業観などが育成できている。また、興味・関心のある生徒は、夏期休業中に層雲峡の事

業所の指導・協力を得て、ホテルでの就業実習（７日間）も行っている。

また、それぞれの発達段階に合わせて、進路啓発学習も行われている。中学３年生は旭川大学で

の１日体験をとおして、働くことの意義や大切さを知り、働くことの知識や現実を学習している。

高校２年生は、具体的な進路目標に基づいて、札幌の大学や専門学校、事業所等に個別に訪問して

いる。興味・関心に応じた場所・内容について見学・調査することで、進路意識の向上や進路目標

の明確化につながっている。

また、先に触れた「北海道アウトドア資格」に関する学習では、自然についての知識を深め、理

解し、それらを人に伝えることで、さらに深化させていくとともに、コミュニケーション能力を育

てるためにアウトドアガイドに関する学習を取り入れている。この学習では、北海道の自然につい

て自分が得たことをツアー客へ情報を伝達するだけでなく、相手の理解を含めたガイド技術につい

て、寸劇やグループでのディベートを含めた授業を行うなど、生徒が意欲的に参加し、主体的に活

動できるように授業方法も工夫をしている。これらは、秋の紅葉時期には観光客が多数訪れる大雪

高原沼について案内するボランティア活動「高原温泉シャトルバスネイチャーガイド」にも生かさ

れている。

さらに、旭川大学との高大連携による夏期、冬期の高等学校「総合学習」支援集中授業への参加

など、幅広い観点から進路学習を行っている。
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3.4 今年度の実践研究の概要

平成１０年度の「中高一貫教育実践協力校」指定から現在まで、我々はさまざまな観点からの実

践研究を重ねてきた。

中高一貫教育について理解するところから始まり、そのシステムのもとでどのような教育活動が

行えるのか、どのようなことで中高が連携していけるのかということを模索していた「理解と模

索」の時期が初期段階であったと思われる。

そして、「できるところからやる」「やれる範囲でやる」という表現が象徴するように、全て新し

いことに変えてしまうのではなく、今までそれぞれの学校で行われてきた実践を生かしながら、双

方に無理の生じないように連携を質・量の面から深めていった「深化・拡充」の段階が第２期とい

える。

更に現在の第３期は、今まで積み重ねてきた実践の中で生じてきた問題点・課題を改善し、内容

を充実させるという「改善充実」の段階に入っている。

平成１４年度より「中高一貫教育開発指定校」、平成１６年度から「中高一貫教育改善充実事業

指定校」として文部科学省より指定を受けている上中・上高では今年度、次のように課題を設定し

て課題に取り組んでいる。

１　実践研究課題

(1) 一貫した教育課程の編成や連携した指導方法の改善充実

(2) 生徒指導や進路指導における連携の改善充実

(3) 入学者選抜方法の改善充実

(4) 保護者・地域住民の理解・協力を得るための啓発・広報活動の改善充実

２　実践研究の内容

(1) 連携の推進及び改善のための会議

ア　中高一貫教育推進委員会

イ　中高一貫教育合同推進会議

ウ　中高合同教育課程検討委員会

エ　校内推進委員会

(2) 教科指導における連携の改善充実

ア　中高教員による公開授業の相互参観

イ　高校教員による中学校への支援

ａ　数学、英語、社会、体育、ＦＳ等でのティームティーチング

ｂ　教員の専門性を生かした指導

ウ　中学校教員による高校への支援

ａ　芸術科目「音楽」「美術」における中高一貫教育講師としての指導

ｂ　数学、英語でのティームティーチング

エ　中高教科シラバス作成研究

オ　各種検定の合同実施（漢字、英語、数学、ワープロ）

(3) 数学科における６年間を見通した学習指導に関する研究

ア　中高の学習内容の接続についての研究

イ　評価に関する研修会の開催（６年間を見通した到達度評価の研究）

ウ　計算力コンテスト（到達度評価）の実施
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(4) 「総合的な学習の時間」における接続の改善

ア　中高合同総合学習

ａ　地域環境学習（水質調査、５月）＜中学３年生と高校２年生＞

ｂ　地域産業体験（就業体験、６月）＜中学１年生と高校３年生＞

ｃ　大雪地理巡検（アウトドア宿泊研修、９月）＜中学２年生と高校１年生＞

イ　進路指導における連携

ａ　キャリア教育（インターンシップ、中学校６月、高校１０月）

ｂ　進路啓発学習（中学校７月、高校９月）

ウ　高校における学校設定教科・科目の研究と実践

エ　小学校と連携した「総合的な学習の時間」の研究

オ　大学と連携した進路啓発学習の充実

(5) 入学者選抜に関わる取組の改善研究

ア　中学校「テーマ学習」における高校教員の指導方法の改善

イ　合格内定者指導（つなぎ学習）の改善充実

(6) 中高合同行事における連携強化

ア　中高合同芸術鑑賞

イ　中高合同ボランティア活動

ウ　中高生徒会による学校祭での相互協力

(7) 先進地域における実践の研修

ア　北海道・東北地区中高一貫教育推進フォーラムへの参加

イ　中高一貫教育推進研究協議会への参加

(8) 保護者・地域住民に対する啓発・広報活動の充実

ア　広報紙（Espoir、トピックス）の発行

イ　中高一貫教育報告会（平成１７年度上川地域連携型中高一貫教育実践研究発表大会）

の実施

4 数学科における実践研究

概 要

本章では、前段での実践研究を受けて、数学科で行ってきた今までの実践研究について、そ

の内容、成果、課題等について整理していきたい。

4.1 本校の数学科における特色ある教育実践

先月、本校では平成１８年度入学生教育課程について審議され、編成方針については次のとおり

決定した。

これを受けて、教育課程表（付録Ａ参照）は文系・理系・就職の３科目を基本とした選択科目群

を多く設置し、道内の理工系を含めた大学進学から就職までの生徒の多様な進路目標にできるかぎ

り対応した。同様にして、数学科でも必履修科目を含めた科目設定を次のとおりとした。

また、個に応じたよりきめ細やかな学習指導を目指すため、必履修科目において習熟度別授業

（２クラス３展開）を実施している。これについては、昨年度からクラス毎の目標設定、生徒のク

ラス間異動に配慮した授業展開、考査の実施方法や評価のあり方に関する検討などを行い、できる

だけ多くの生徒が意欲的かつ効果的に学習活動を行えるように実践研究を進めている。
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１　学校や地域の特色を生かし、生徒一人ひとりの特性や進路等に対応した教育課程の編

成に努める。

２　中高一貫教育の趣旨を踏まえるとともに、教科・科目と特別活動の調和のとれた教育

課程を編成し、生徒の学習意欲の喚起と基礎・基本の確実な定着、さらに個性の伸長を

図る。

３　教科や特別活動の調和のとれた時数の確保に努め、適切な教育課程の実施を図る。

１学年　数学Ⅰ（必履修４単位）

２学年　数学Ⅱ（必履修４単位）

　　　　数学Ａ（選択２単位）

３学年　数学Ｂ・数学基礎（必履修３単位）、※このうち１つを選択

　　　　数学Ⅲ（選択３単位）

4.2 数学科における中高連携の概要

私が転勤してくる前の平成１２年度以前は、数学検定の合同実施（年２回実施）と中高相互の授

業参観が行われていた。平成１３年度以降は、「深化・拡充」、「改善充実」を図りながら、次のと

おり実践している。

・中高数学科教員の打合せ

・数学検定の合同実施

・中高相互でのティーム・ティーチング

・合格内定者指導におけるつなぎ学習

・中高連携教材の開発

上川地区での中高一貫教育は、「できるところからやる」「無理をせずにやる」「まずはやってみ

る」という姿勢で実践を進めていった。従って、数学科でも連携して行える実践を「まずはやって

みる」ことから始めた。それが数学検定の合同実施、ティーム・ティーチングであった。そして、

数年間での実践の積み重ねにより内容や質にも変化を遂げ、中高連携による上川地区の生徒の基礎

学力向上を目指して実践研究を進めているというレベルになっている。

今後は、評価に関する検討で６年間を見通した到達度評価の研究を中心に中高の学習内容につい

ての勉強会を行い、中高一貫教育という観点もふまえて、生徒にとってよりよい指導の在り方、内

容・方法についての検討の機会を設けていきたいと考えている。

4.3 中高数学科教員の打合せ

この打合せを始めた当初は、中高教員が双方の学校での指導内容や方法等について理解し、自校

での指導に役立てることなどを目的に毎月１回定期的に実施していた。しかし、中学校における

FS（後述）の前後の時間を使ったり、教務担当者の打合せを兼ねたりして実施していること、ま

た、そのためだけの時間確保が困難になってきたことから、現在では年２回の全体会議と双方の毎

週の時間割をメールで連絡しあう以外は不定期となった。ただ、年数を経て相互理解が深まるにつ
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れて、内容面は深化していった。連携では、中高教員の意思疎通は非常に重要な要素であるため、

この打合せを重要視しできるだけ行うようにしている。

打合せで話し合われる主な内容は次のとおりである。

・今年度の活動計画の立案

・ティーム・ティーチングの実施時期と内容

・ティーム・ティーチングによる授業の事前、事後の打合せ

・中高の授業年間計画（シラバス）対照表の作成

・中高計算力テストの作成

年度計画については、毎年４月末頃行われる「中高一貫教育合同推進会議」という中高全教員が

集まる会議の一つである教科部会で話し合われる。今年度は、年間３回行う数学検定の実施時期、

中高計算力テストの全体計画と実施方法、中高学習の系統図の作成、そして、ティームティーチン

グの実施時期等について検討した。

4.4 数学検定の合同実施

中高が教科指導で連携していく中で、比較的容易にできるのが検定の合同実施であるといえる。

特に地方の小規模校では、受検生が極めて少ない。そのような中で、中学校と高校が合同で実施

することにより団体受検の会場として認められる場合がある。また、中学生にとっては、連携型高

等学校への入学後も継続的に受検可能となることが意識付けされ、検定に向けて教科学習を意欲的

に進めていくことができる。数学検定は、漢字検定や英語検定に比べ受検者数は少ないが、数学に

対して興味・関心の高い生徒が、より上級の合格を目指して中高で継続して受検している。以前、

数学検定の受検者は途切れがちであった。しかし、回数を重ねていくにつれて、上中の時代から受

けていた上高生が続けて受検し、今では準２級の取得者が増えてきた。現在は年３回実施している

が、毎回受検者を確保できるようになった。（表 3）

表 3: 平成１６年度の数学検定の受検状況

受検者数 合格者数

第１回 ４ ３

第２回 ７ ５

第３回 ８ ５

合　計 １９ １３

さらに、平成１６年度から町内の小学校に受検を呼びかけたところ、興味を持って参加する児童

が５名程度受検するようになり、小中高が連携しての実践になりつつある。このことから、少しず

つではあるが、中高生に数学に対する興味・関心をもつ生徒が増えてきたとともに、小学校からの

連携が可能になったといえる。ところで、検定受検に向けて各校で対策指導を行っているが、今後

は検定合格の向上のため、検定教材の充実など環境整備を進めてきたいと考えている。
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4.5 中高相互でのティーム・ティーチング

小規模校の場合、数学科の教員は１名、よくて２名であろう。すると、少人数授業どころか机間

巡視も満足にできないこともある。上中では以前、数学科の教員が１名ですべての数学の授業を受

け持っていた。授業がスムーズに進むときはよいが、生徒が理解するために時間が要する学習内容

になると、机間巡視で何人かの指導をするのが精一杯で、まわりきれないということもあった。そ

のとき、上高では３名の教員がいたので、空き時間や実施時期を考慮しながらティーム・ティーチ

ングを実施した。（表 4）

表 4: 数学科におけるティーム・ティーチングの実施回数

上高→上中 上中→上高

平成１４年度 ７ １

平成１５年度 ５ ９

平成１６年度 ３９ ２１

この結果、複数の教員が机間巡視にあたることで、生徒に対してきめ細やかな指導が可能になっ

てきた。また、上高の教員にとっては、上中生を直接指導することができるので、上高入学後の指

導に非常に役立てられた。最終的には、このティーム・ティーチングの実施により、全体的な基礎

学力の向上を目指していきたいと考えている。

ところで、ティーム・ティーチングの実施に当たっては、空き時間や実施時期を考慮しながら行っ

ているため、必ずしも特定分野で計画的に指導に当たっているのは少ない。むしろ、当日の授業直

前に学習内容を具体的に把握して指導に当たるのが大半である。従って、相手校にいく場合は、相

手校の教員が主担当で自分は補助という役割分担でティーム・ティーチングを行うことになる。

ティーム・ティーチングをこのような形で実施する分には、特に大きな問題は起こらない。しか

し、相手校での指導で自分も主担当で関わる場合、ティーム・ティーチングの難しさを感じる場面

があった。それは、円周角の導入の授業であった。（付録Ｂ参照）

○導入の説明方法

・「円周角は中心角の１／２」と導入した私。

・証明・まとめで「中心角は円周角の２倍」とした中学校教員。

→　混乱を招かないように、表現を統一すべきだった。

○授業の展開方法

・中学校教員の考えた展開 「導入→予想→厳密な証明→定理を利用した問題」

・私の考えた展開 「導入→予想→直観的な証明→定理を利用した問題」

・中学校の教頭先生の助言と相方の高校教員の賛成した展開

「導入→予想→定理を利用した問題→証明」

→　重点の置き方や方針によって、授業の展開方法がこれほど変わるものかと驚いた。

「メイン１－メイン２」型のティーム・ティーチングの難しさ、そして、詳細な打合せの必要性

を感じた。また、こういった経験や反省ができるのは、中高一貫教育に携わっているおかげである

とも思った。

以上のことから、ティーム・ティーチングの成果として、中高教員が双方の生徒理解により自校

での指導に役立てられること、きめ細やかな指導が実現することにより基礎・基本の定着が今まで
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以上にはかれること、そして、相互の指導内容・方法に関する研修が深められることで、指導力の

向上につながることが挙げられると考える。

4.6 中学校FS（基礎学習）への高校教員の支援

上中では、中高一貫教育校の教育課程上の特例である選択科目の拡大を生かして、特色ある選択

科目を取り入れている。それは、 Fundamental Study （基礎学習。以下「FS」という）である。

FSは、主要５教科で開講され、１週間を１サイクル（１コマ２５分 ×５コマ）として実施し、

それぞれ FS１～５と呼んでいる。各教科２コースに分かれ、さらに FS１～５の中で、内容が基

礎から応用までと幅広く分かれている。生徒は、１日１コマずつを選択する。数学科を例に授業展

開の方法を説明すると、最初に教員から課題提示する。生徒は解答し合格すると、各自で自習す

る。中学校教員が主担当で、高校教員はその補助（表 5）を行っている。生徒は、その教科の課題

を各自で用意することになっている。それは、検定学習に向けたものでも、定期考査に向けて自分

の弱点克服や発展・応用の問題でもかまわない。とにかく自分自身で課題設定する。そして、その

時間の中で学習し、質問をしていく。自学自習の側面を持ちつつ、教員に対して質問もできるとい

う普通授業の要素もある。

表 5: ＦＳへの高校教員の参加延べ人数

全 体 数学科

平成１４年度 １４５ 不明

平成１５年度 １１９ ３８

平成１６年度 １３４ ６２

この形式になるまでは、より多くの生徒の要望に応えるとともに基礎学力を向上させるため、

コースや学習内容の拡大など多くの試行錯誤があった。そして、昨年度から現在の形で落ち着いた。

FSは、１コマ１０コースで展開するため、中学校では全教員が担当し、中には専門教科以外の

指導に当たっている教員もいる。高校でも全教員がいずれかに属し、空き時間を利用して指導に当

たっている。評価は、中学校教員が取組や出席状況、そして、ロング FS（各５０分間）で行われ

る到達度確認テストの結果等から行っている。

数学科では、１年生（FS数学基礎）と２,３年生（FS数学）に分け、さらに FS１～５を次の

ように振り分けている。

● FS1(計算基礎) 　● FS2(計算)　 ● FS3(計算)　 ● FS4(計算)　 ● FS5(応用)

実際の２５分の授業においては、１０分程度で設定された課題に取り組む。課題の内容につい

て、計算領域では基本問題や誤答が多い問題を、それ以外では、標準的な問題から文章題までの幅

広い内容を出題している。中高の数学科教員１名ずつが中心となって、他教科の教員も含めて机間

巡視及び指導に当たっている。課題に取り組んで、わからないところがあれば先生に質問をすると

いう流れであった。開始当初の様子は、中学生にとっては見知らぬ教員が入ってきて多少緊張気味

であったが、時間と回数を重ねるに従い、上高の教員にも質問や指導を受けるようになり、それが

普通のことになってきた。
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今までの成果として、次のことがあげられる。

まず、上高の教員側が上中の生徒の様子を知ることができたということが非常に大きな成果で

あった。中学校でどういう生徒がどのように学んできたかを知ることによって、高校においてどの

ように計画的・継続的に指導するかという方針を決定する重要な要素となる。これは、中高一貫教

育の導入において非常に有効で、有意義な授業実践の一つといえる。また、学力的な観点から複数

クラスで展開したことで、それぞれの層に合わせた課題設定が可能となり、また、少人数クラスに

よりきめ細やかな指導がしやすくなった。このことにより、基礎・基本の定着と基礎学力の向上が

より図れるようになったのではないかと考える。

4.7 合格内定者指導におけるつなぎ学習

上中から上高へ進学する場合、いわゆる連携型入試が行われる。内容は、中学校での「テーマ総

合学習」のまとめの発表と一般面接である。

この入試は、毎年２月中旬の推薦入試と同じ日に行われている。

その後、上高へ合格が内定した上中生に対して実施しているのが「合格内定者指導」である。主

な目的は、合格内定者が学習・環境の面からできるだけ早く高校での新しい生活に対応できるよう

にすること、上高教員が直接指導することで、入学後の指導に役立てることにある。この指導は、

２月下旬の合格内定通知直後から５日間、５・６校時に前半２日間は上中で、後半３日間は上高で

実施する。

内容は、上高入学と「合格内定者指導」に関するオリエンテーション（１コマ）の後、国語・数

学・英語の３教科の授業がそれぞれ３コマずつ行われる。入学後の学習に役立てるために、中学校

で学習した内容のうち、基礎・基本の復習を中心に行う。また、数学・英語については、上高での

授業と同様に習熟度別にクラスを展開している。数学に関して更に具体的に触れると、四則計算や

方程式などの計算中心に学習するコースと、連立方程式、関数など標準・応用問題に取り組むコー

スに分かれての講義と演習になっている。

この後、３年間の力試しに中学校で行われるのが「チャレンジテスト」である。これは、一般入

試の学力検査問題に挑戦して、どの程度学力が身に付いたかを知ることを目的に実施している。受

験は任意としているが、毎年ほぼ全員の合格内定者が取り組んでいる。

この結果、連携型入試における簡便な内容の実施に対する懸念としてあげられていた「学力低

下」に関して、導入以前の状況と比較して、兆候は全く見られないことがわかった。

4.8 中高連携教材の開発

4.8.1 ６年間を見通して生徒が興味・関心を持って学習できるように

私自身が中高連携による実践の中で、特に力を入れて取り組んでいることは、「連携型中高一貫

教育における学習指導の可能性の追求」である。その中でも、中高の学習内容を連携させること

で、中学生の学習目的を更に明確化できること、６年間を見通して数学の学習に対して興味・関心

をもって取り組める授業づくりに重点を置いている。

数学という教科の学習を考えたとき、「系統性」「積み重ね」が非常に重要となってくる。関数

領域では、中学校での「１次関数」「２乗に比例する関数」を基礎として、高等学校では「２次関

数」「微分・積分」ヘと発展していく。図形では、各種図形の性質や「三平方の定理」から「三角

比」等へと大きく広がっていく。そこで、中学校での学習の発展的内容として、高校段階の内容を
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